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 安全保障でトランプ米大統領がマティス米国防長官と同様の認識を示せば日本に好ましい展開。 

 米国の円安批判は国内企業向け、本邦自動車産業の貢献も理解済み、通商の対立は回避へ。 

 対中政策重視の米国は日本と友好関係を確認し経済協力を得れば為替言及の必要性は低下。 

日米首脳会談の注目ポイント 

安全保障でトランプ米大統領がマティス米国防長官と同様の認識を示せば日本に好ましい展開 

 

 安倍晋三首相は2月10日、米ワシントンでトランプ米大統領との初めての首脳会談に臨みます。市場ではトラ

ンプ米大統領が為替に言及するのではないかとの警戒感もあり、足元のドル円相場はやや神経質な動きが続い

ています。初回の会談では、「安全保障問題」や「通商問題」を中心に意見交換をしつつ、日米関係の重要性

を改めて確認していくことになると思われます。 

 

 「安全保障問題」について、安倍首相とマティス米国防長官は2月3日に首相官邸で会談を行い、日米同盟

の強化に取り組むことを確認しました。またマティス米国防長官は尖閣諸島が日米安全保障条約第5条に基づく

米国の対日防衛義務の適用対象だと述べ、日本の在日米軍駐留経費については他国の手本と評価しました。

トランプ米大統領が2月10日の会談で同様の認識を示せば、日本にとっては好ましい展開となります。 

1 

【図表2：米国の貿易赤字（財別内訳）】 【図表1：米国の貿易赤字（国別内訳）】 

(注) データは2015年の貿易収支（7,457億ドルの赤字、季調済、Censusベース）。 
(出所) 米商務省センサス局の資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

(注) データは2015年の貿易収支（7,457億ドルの赤字、季調済、Censusベース）。四捨五
入の関係上、合計が100％にならない場合があります。 

(出所) 米商務省センサス局の資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 
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米国の円安批判は国内企業向け、本邦自動車産業の貢献も理解済み、通商の対立は回避へ 

 

 「通商問題」について、トランプ大統領は就任後、日本との自動車貿易を不公平とし、また中国や日本などが

通貨を切り下げてきたと述べました。これに対し、日本の自動車産業は米国の雇用に貢献しており、金融緩和は

物価安定のためで円安誘導を目的としたものではないというのが日本の主張です。一見すると通商問題について

は双方の歩み寄りがやや難しいように思われます。 

 

 ただトランプ米大統領の発言は、そもそも米企業経営者との会談で国内製造の拡大を要請するなかで出たも

のであるため、この点は幾分割り引いて考える必要があります。また安倍首相とトランプ米大統領は1月28日に

電話会談を行っており、その際すでに米国は日本の自動車産業の貢献について理解を示しています。そのため通

商問題、特に自動車貿易で日米両国が激しく対立することは避けられると思われます。 

 

対中政策重視の米国は日本と友好関係を確認し経済協力を得れば為替言及の必要性は低下 

 

 米国は、個別分野もしくは包括的な自由貿易協定（FTA）を通じ、日本と貿易・投資の関係を深めることに

意欲的と推測されます。日本もまずは2月10日の首脳会談で、米国に対し積極的な経済協力の姿勢を示すも

のと思われます。報道によれば、日本側は米国のインフラ事業に投資して数十万人の雇用創出につなげるプラン

を準備し、トランプ政権との関係強化を図るとみられます。 

 

 なお米貿易赤字は、対中貿易赤字がその約半分を占め（図表1）、消費財の多くは中国から輸入されてい

ます（図表2）。そのためトランプ政権は今後、中国に対し安全保障と通商面で十分な対策を打ち出すものと

予想されます。この点を勘案すれば、軍事上の重要拠点である日本との友好関係を首脳会談で確認し、さらに

経済協力を取り付けることができれば、米国にとっては申し分ない成果であり、為替への言及まで踏み込む必要

性は低下すると思われます。 
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 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は

金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。 

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今後の市場環境等を

保証するものではありません。 

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰

属します。 

 本資料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を

行うことを厳に禁じます。 

 この資料の内容は、当社が行う投資信託および投資顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解

下さい。 
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